
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人和歌山大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学法人、国家公
務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関の
うち常勤職員数（当該法人約500人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる以下の法人等を参考とした。
　（１）国立大学法人Ａ大学・・・当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している（常勤職員数約
608人）。公表資料によれば令和2年度の法人の長の年間報酬額は約17,441千円であり、公表対象年度の役員給与規
程に記載された本俸額等を勘案すると、約17,441千円と推定される。同様の考え方により、理事については約14,742
千円と推定される。
　（２）事務次官年間報酬額・・・23,374千円

　国立大学法人和歌山大学役員給与規程により、給与については、文部科学省国立大学法人
評価委員会が行う業績評価の結果を勘案し、その職務実績に応じて100分の10の範囲内で増
額又は減額することができることとしている。

  ②令和３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和３年度における改定内容

役員報酬支給基準は、俸給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴
任手当及び期末特別手当から構成されている。期末特別手当については、
国立大学法人和歌山大学役員給与規程に則り、期末特別手当基礎額（俸給
月額+地域手当+俸給月額、地域手当及び広域異動手当の月額に100分の20
を乗じて得た額+俸給月額に100分の25を乗じて得た額）に100分の167.5を乗
じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じて得た額としている。

なお、令和3年度においては、役員報酬基準の改定は行わなかった。

法人の長と同様の規程に基づき支給している。

国立大学法人和歌山大学役員給与規程に基づき、非常勤役員手当及
び交通費を支給している。

該当者なし

国立大学法人和歌山大学役員給与規程に基づき、非常勤役員手当及
び交通費を支給している。



２　役員の報酬等の支給状況
令和3年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,315 11,580 4,920
694
120

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,730 9,816 4,170
588
154

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,374 9,132 3,644
547
50

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,252 9,132 2,522
547
50

（地域手当）
（通勤手当）

4月1日

千円 千円 千円 千円

13,191 8,472 3,713
508
338
158

（地域手当）
（広域異動手当）

（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

1,643 1,632 0 11 （交通費）

千円 千円 千円 千円

1,235 1,224 0 11 （交通費）

千円 千円 千円 千円

1,224 1,224 0 0

注１：総額、各内訳については千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない

注４：「前職」欄の「◇」は役員出向者であることを示す。

注３：広域異動手当とは、本学が遠隔地に居住する者を役職員として任命した場合において、異動前後
の

E理事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

C理事

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

注２：地域手当とは、地域における民間の賃金水準を基礎とし、地域における物価等を考慮して和歌山
　　　県和歌山市に所在する事業所に勤務する役職員に支給しているものである。

法人の長

A理事

B理事

D理事

前職



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

国立大学法人和歌山大学は、学術文化の中心として広く知識を授けるとともに、深く専門の
学芸を研究、教授し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを目的とし、社会に寄与
する有為な人材を育成することを使命として、これまで国際観光学研究センターの設置をはじ
めとした国際水準の観光教育研究の展開、教職大学院の実践型教員養成機能への質的転換、
文理融合型の数理・データサイエンス教育やICTを活用した海外の大学等との連携した教育、
教育の質保証、学長直轄組織「紀伊半島価値共創基幹」と自治体・企業等とのパートナーシッ
プによる社会実装研究、年俸制適用教員の拡充やクロス・アポイントメント制度の整備による人
事・給与システムの弾力化等を、学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、国立大学法人和歌山大学の学長は、職員数約500名の法人の代表として、そ
の業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者の職
務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬29,002千円と比較した
場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,374千円と比べてもそれ以下となって
いる。

国立大学法人和歌山大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給
表を踏まえて決定しているが、学長の職務内容は法人化前にも増して複雑化しており、より高
度なリーダーシップを問われている現状においても、法人化前の水準に抑えているものである。

また、文部科学省による国立大学法人の財務分析上の分類におけるＨグループ（本学を含
め9大学）内の、他の大学の長の報酬水準と同水準又はそれ以下となっている。

こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられ
る。

国立大学法人和歌山大学の理事は、学長のリーダーシップの下、担当業
務の責任者としての職務を担っている。

理事の報酬は、文部科学省による国立大学法人の財務分析上の分類に
おけるＨグループ（本学を含め9大学）内の、他の大学の理事の報酬水準と
同水準又はそれ以下となっている。

こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥
当であると考えられる。

国立大学法人和歌山大学の理事は、学長のリーダーシップの下、担当業務の責任
者としての職務を担っている。

理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬29,002千円
と比較した場合、それ以下となっている。

また、文部科学省による国立大学法人の財務分析上の分類におけるＨグループ
（本学を含め9大学）内の、他の大学の理事の報酬水準と同水準又はそれ以下となっ
ている。

こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当である
と考えられる。

国立大学法人和歌山大学の監事は、監査機関として業務の適法性と妥当性を

確保することを目的としてその職務を担っている。

監事の報酬は、文部科学省による国立大学法人の財務分析上の分類におけ

るＨグループ（本学を含め9大学）内の、他の大学の監事の報酬水準と同水準又

はそれ以下となっている。
こうした職務内容の特性や他大学等との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で

あると考えられる。

該当者なし

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、
民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

理事

監事
（非常勤）

理事
（非常勤）

監事

法人の長

法人での在職期間



５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし理事
（非常勤）

法人の長

理事

未導入

該当なし



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和３年度における主な改定内容

当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のほか
職種別民間給与実態調査によるデータのうち企業規模別（当該法人約500人）・職種別平均支
給額を参考にした。
　（１）国立大学法人Ａ大学・・・当該法人は、文部科学省による国立大学法人の財務
    分析上の分類におけるＨグループ（本学を含め9大学）に所属している類似する国立大
　　学法人であり、法人規模についても同等（常勤職員数約608人）となっている。
　（２）国家公務員・・・令和３年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均
    給与月額は約407千円となっており、全職員の平均給与月額は約414千円となっている。
　（３）職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の
　　平均初任給支給額は約208千円となっている。

　昇給、昇格の実施及び勤勉手当の成績率の判定にあたっては、職員評価および教員活動状
況評価の結果等を踏まえた勤務成績を考慮している。
　当法人においては、平成27年1月より年俸制を導入し、適用を受ける教職員に業績給を支給
しており、和歌山大学教職員年俸制給与規程に則り、基本給等に勤務成績の評価に応じた成
績率を乗じ、さらに基準日以前１年以内の期間における教職員の在職期間に応じた期間率を
乗じて得た額としている。

　国立大学法人和歌山大学教職員給与規程に則り、俸給の月額及び諸手当（管理職手当、初
任給調整手当、義務教育等教員特別手当、主幹教諭手当、地域手当、広域異動手当、扶養
手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、教員特殊業務手当、教育実習等指導手当、多学
年学級担当手当、教育業務連絡指導手当、入試手当、教員免許状更新講習手当、超過勤務
手当、休日手当、管理教職員特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当）としている。
　期末手当については期末手当基礎額（俸給の月額+扶養手当+地域手当+広域異動手当+役
職段階別加算額+管理職加算額）に100分の127.5を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間
におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給の月額+地域手当+広域異動手当+役職段階別
加算額+管理職加算額）に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた
割合を乗じ、さらに勤務成績に応じた割合を乗じ得た額としている。
　なお、令和３年度では特段の改定は行わなかった。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

327 49.2 8,116 5,889 155 2,227
人 歳 千円 千円 千円 千円

103 45.6 6,173 4,520 110 1,653
人 歳 千円 千円 千円 千円

165 54.3 9,659 6,951 204 2,708
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 45.5 7,992 5,873 95 2,119
人 歳 千円 千円 千円 千円

36 38.9 6,677 4,945 95 1,732
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

39 47.2 9,281 6,428 129 2,853
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

39 47.2 9,281 6,428 129 2,853
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

在外職員

事務・技術

教育職種
（附属義務教育学校教

員）

その他医療職種
（医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

うち所定内

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

事務・技術

区分

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属高校教員）

うち賞与

教育職種
（外国人教師等）

教育職種
（大学教員）

任期付職員

総額

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

人員

医療職種
（病院医師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

教育職種
（大学教員）

技術・労務職種

平均年齢
令和３年度の年間給与額（平均）

常勤職員

常勤職員（年俸制）



人 歳 千円 千円 千円 千円

21 49.1 4,520 4,520 123 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 56.7 4,211 4,211 158 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 52.5 5,169 5,169 140 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 28.3 3,199 3,199 25 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.5 4,102 3,474 108 628
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 63.5 4,102 3,474 108 628
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 41.5 3,842 3,567 123 275
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 44.8 3,270 2,446 80 824
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 39.8 4,129 4,129 145 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注３：「教育職種（附属高校教員）」とは、附属特別支援学校教員を示す。

医療職種
（病院看護師）

注２：常勤職員の技能・労務職種、その他医療職種（医療技術職員）、その他医療職種（看護師）、任期
　　　付職員の教育職種（外国人教師等）、任期付職員（年俸制）の教育職種（附属高校教員）、再任用
　　　職員の教育職種（大学教員）については該当者が２名以下のため、当該個人に関する情報が特定
　　　されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、全体の数値からも除外している。

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

任期付職員（年俸制）

事務・技術

再任用職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

教育職種
（附属高校教員）

教育職種
（附属義務教育学校教

員）

医療職種
（病院看護師）



②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注2：事務・技術職員の24～27歳の該当者は２名以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
から、年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及
び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

11 55.5 8,157
13 52.8 6,993
37 48.4 6,263
19 44.1 5,698
23 33.5 4,514

注１：「課長」には、課長相当職である「参事役」を含む。
注２：「副課長」には、副課長相当職である「専門員」を含む。
注３：「係長」には、係長相当職である「専門職員」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

88 58.4 10,413
63 50.0 8,567
8 48.3 8,086
5 45.5 6,741
1

注：教務職員の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び

年間給与額については記載していない。

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

57.3 57.7 57.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.7 42.3 42.5

％ ％ ％

         最高～最低 46.8～40.4 44.8～40.4 44.8～40.4
％ ％ ％

57.3 57.3 57.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.7 42.7 42.7

％ ％ ％

         最高～最低 48.4～39.3 47.4～39.6 47.4～39.6

（教育職員（大学教員））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

56.7 56.4 56.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.3 43.6 43.4

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～40.7 47.4～40.7 47.4～40.7
％ ％ ％

57.6 57.8 57.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.4 42.2 42.3

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～39.6 46.9～39.6 46.9～39.6

④

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

12,617～8,602
　　　・准教授 9,756～7,096

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

　　　・講師 8,631～7,686
　　　・助教 7,267～6,335

7,246～5,530
7,526～6,412

分布状況を示すグループ

　　　・教授

　　　・係長

千円

年間給与額

千円

　代表的職位

　代表的職位

　　　・課長

　　　・副課長

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

人員 平均年齢

8,984～7,292

分布状況を示すグループ
（最高～最低）

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

　　　・教務職員

　　　・主任 6,179～5,052
　　　・係員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

5,377～3,555



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　96.2

今後も、他の国立大学法人、国家公務員、同等規模の民間事業の給与水
準を参考にして、引き続き適正な給与水準の維持に努めていく。

講ずる措置

・年齢・地域勘案　　　　　　　　91.6

（法人の検証結果）
国からの財政支出が支出予算の約59％を占めることから、給与については
国家公務員の給与水準を十分に考慮して決定されることが適切であると考
えられる。本学の給与規則は国家公務員の給与制度に準拠して制定され
ており、給与決定、昇給、手当の支給等規則に則って適切に行われてい
る。支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合は、令和２年度より約
0.03%増加しているものの、国家公務員との比較指標においても、国家公務
員の給与水準を下回る指数となっており、本学の給与水準は適切であると
考えられる。

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和３年度の
　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　84.9

・年齢勘案　　　　　　　　　　　85.2
内容項目

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　91.6

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　　　98.7

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水
準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続
き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。



４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）
　事務・技術職員

　教育職員

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

月額 282,490円、年間給与 4,714,594円
　　○　５０歳（副課長）

月額 384,568円、年間給与6,479,524円

　　○　２４歳(助教、修士修了初任給）
月額 243,200円、年間給与 3,633,971円

　　○　３５歳（講師）
月額 386,476円、年間給与 6,528,488円

　　○　５０歳（教授）
月額 521,308円、年間給与 8,908,504円

月額 182,200円、年間給与 2,721,307円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円（※教授である
場合は3,500円）、子１人につき10,000円）を支給

  当法人においては、平成27年1月より年俸制を導入し、適用を受ける
教職員に業績給を導入しており、和歌山大学教職員年俸制給与規程
に則り、基本給等に勤務成績の評価に応じた成績率を乗じ、さらに基準
日以前１年以内の期間における教職員の在職期間に応じた期間率を乗
じて得た額としている。
　令和３年度末までに39名導入しており、今後も継続・拡充していく予定
としている。

　　○　３５歳（主任)

　　○　２２歳(大卒初任給）



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

5,283,188 5,200,093

給与、報酬等支給総額については、対前年度比△4.0%となっている。
主な要因は、教職員数の減少であると推測される。
最広義人件費については、対前年度比△4.8%となっている。主な要因
は、上記のとおり給与、報酬等支給総額が対前年度比△4.0%となってい
るとともに、退職手当支給額についても対前年度比△39.4%と減少して
いるためである。

648,750

非常勤役職員等給与

最広義人件費
5,262,049

612,185 582,601 608,292 560,035

636,151 638,742 646,702

注：財務諸表附属明細書「役員及び教職員の給与の明細」では、受託研究費等により雇用され
る職員に係る費用、人材派遣契約に係る費用及び福利厚生費を計上していないため、本表と
は一致しない。

167,608

580,869

276,659

627,764

5,174,628

3,519,425

区　　分

給与、報酬等支給総額
3,807,379 3,752,028

5,143,722 4,895,666

福利厚生費

279,569 236,055

3,667,216

退職手当支給額
218,485 171,673

3,774,316 3,706,996

639,812

600,034


